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 本区では、令和２年３月に江東区こども・子育て支援事業計画を策定し、計画

の基本理念として「未来を担う全てのこどもの最善の利益が尊重され、地域みん

なの支えあいのもと、喜びを感じながら安心して子育てができる『子育て応援の

まち こうとう』を目指します。」を定めました。この基本理念の実現を目指す基

本目標の成果指標の１つとして、令和元年度時点で 51 人いた待機児童数を令和

６年度までにゼロにすることを設定し、都有地や民間活力の活用等の積極的な

施設整備による定員増や居宅訪問型保育事業等の多様な保育サービスの継続を

実施してきました。その結果、令和４年４月に待機児童ゼロを達成することがで

きました。 

 保育園等の整備が進み、保育の受け皿が充実してきた一方で、入所希望者数が

令和４年度に初めて減少に転じた影響もあり、保育施設の定員に対しての空き

が年々増加しています。また、令和元年度以降続く就学前人口（０歳児から５歳

児）の減少や新型コロナウイルス感染症が及ぼす様々な影響等、保育環境は急速

に変化しています。そのため、保育政策を展開していくためには従来の考えにと

らわれず、スピード感を持って対応することが必要となります。 

また、本区では令和７年度以降に児童相談所の開設を予定していますが、開設

後は児童福祉施設の設置認可や指導監督に係る権限が拡充する等、今後さらに

多様化・複雑化する教育・保育ニーズに対して、これまで以上に主体的に対応す

るための総合的な子育て支援のあり方を検討する必要も生じています。 

まずは、『子育て応援のまち こうとう』の実現を引き続き目指すための保育政

策を実現するために、本区における保育を取り巻く状況を分析し、課題を整理し

たうえで今後の保育政策や検討事項についての方向性や対応方針を示す必要が

あります。 

 

１ 待機児童ゼロの達成 

 本区では、待機児童解消を最重要課題の一つに位置付け、江東区長期計画の施

策及び江東区こども・子育て支援事業計画の方針に沿って、毎年 1,000 人程度

の定員増に向けた取り組みを行ってきましたが、保育施設への入所希望者数の

増加を受けて、平成 27 年４月から平成 29 年４月にかけて待機児童数が２年連

続の増加となりました。 

そのため、本区では平成 29 年度に「待機児童解消緊急対策本部」を設置し、 
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本区の喫緊の課題として全庁的な検討を行い、国家戦略特区や公有地を活用し

た保育園等の整備や居宅訪問型保育事業等の多様な保育サービスの提供など、

様々な緊急対策を行ってきました。入所希望者数が年々増加し、待機児童数の増

加が懸念される中で、平成 30 年度から令和２年度までの３年間で 36 施設の認

可保育所、11 施設の小規模認可保育園を新規整備し約 3,000 人の定員を確保し

たことで、待機児童数を着実に減らしてきました。 

 また、マンション開発との連携といった多様な整備手法を用いながら、地域や

年齢によって異なる保育需要に応じた認可保育所の整備を進めてきました。そ

の結果、令和４年４月には待機児童ゼロを達成しました。 

 

【整備による定員増数、総定員数、入所希望者数及び待機児童数の推移】 
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【保育園等整備数及び定員数の推移】 

 

 

 認可移行・・・認可外保育施設が、国の基準である建物、設備及び職員配置等の 

「認可基準」を満たし認可保育園へ制度移行すること 

  

表及びグラフについては、江東区こども・子育て支援事業計画の策定年度にあたる 

H27 から原則記載しています。 

  

 

直近３年における保育園等整備に係る定員増数を地区別に見ると、深川地域

（白河地区・富岡地区・小松橋地区・東陽地区）は各地区の保育需要を見極めな

がら新規整備を進め、毎年 300 人以上の定員増が続いてきました。城東地域（亀

戸地区・大島地区・砂町地区・南砂地区）は令和２年度に 500 人を超える定員増

があった一方、令和３年度以降は各地区の保育需要を見極めながら新規整備を

進めてきました。臨海地域（豊洲地区）は、主に大規模マンション開発と連携し

た新規整備を進めてきたことにより、毎年定員増が続いてきました。 

 

 

 

 

 

（単位：園、人）

整備数 定員数 整備数 定員数 整備数 定員数

H27 7 1,107 0 0 7 1,107

H28 4 502 0 0 4 502

H29 9 821 0 0 9 821

H30 8 745 6 111 14 856

R元 10 749 5 77 15 826

R2 18 1,287 0 0 18 1,287

R3 8 574 0 0 8 574

R4 11 757 0 0 11 757

合計 75 6,542 11 188 86 6,730

※ 認可移行の実績を含まず、新規開設園のみで算定しています

合計認可 小規模
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【新たな保育園等整備に係る定員増数地区別内訳】 

 

 

 

 

 

 

平成 27年度から令和４年度までの施設種別ごとの保育定員数の推移を見ると、

私立認可保育園の定員数については８年間で倍以上となる等、私立認可保育園

の整備が保育定員数確保に大きく寄与しています。一方、認可外保育施設は認証

保育所の認可保育園への移行や閉園による影響もあり、定員数が半数以下に減

少しています。 
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＜R2(計1,287人)＞

富岡 89人

（11.7%）

小松橋 139人

(18.4%)
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(14.7%)

亀戸 70人
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＜R4(計757人)＞
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(8.0%)

小松橋 67人

(11.7%)

東陽 82人

(14.3%)

豊洲 187人

(32.6%)

深川地域

387人

(67.4%)

臨海地域
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＜R3(計574人)＞
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H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

区立・公設民営 4,517 4,542 4,542 4,570 4,570 4,570 4,570 4,592

私立認可保育園 5,118 5,749 6,814 7,304 8,815 10,057 10,616 11,458

認定こども園 264 264 264 264 264 364 364 364

地域型(小規模・居宅) 66 78 78 205 296 308 305 287

認可外保育施設(認証等) 2,129 2,010 1,805 1,710 1,442 1,299 1,065 824

合計 12,094 12,643 13,503 14,053 15,387 16,598 16,920 17,525

前年度対比 1,094 549 860 550 1,334 1,211 322 605

(単位：人)

【施設種別別保育定員数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

待機児童数については、平成 27 年４月の 167 人から２年連続で増加し、平成

29 年４月には 322 人まで増加しました。その後、令和２年４月に 14 人まで減少

し、令和４年４月には待機児童ゼロを達成しました。 

 平成 27年４月からの年齢別の待機児童数の推移を見ると、以前は低年齢児（０

～２歳児）で待機児童数が多く発生していました。そのため、本区の待機児童解

消緊急対策本部での取り組みを受けて、各年齢の待機児童数に応じて定員設定

をした私立認可保育園の整備、小規模保育事業所の整備および定期利用保育事

業を開始したことにより、年齢別の待機児童数に対応した保育の受け皿が拡充

され、待機児童数の大幅な減少に繋がりました。 

 

【待機児童数の推移】（各年度４月１日時点） 
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 【保育施設の種類】 

 ・認 可 保 育 園：保育士の数や施設の広さなど、国が定める一定の基準を 

            満たし、児童福祉法に基づく認可を受けた施設 

・認 定 こ ど も 園：就学前の園児に幼児教育・保育を提供する機能等を備え 

           る施設 

・地 域 型 保 育 事 業：児童福祉法に位置付けられた認可事業で、小規模保育事 

業、居宅訪問型保育事業等４つの事業類型の総称 

・小規模保育事業所：定員６人以上 19 人以下で２歳児クラスまでを対象とし、 

           家庭的な雰囲気の中で、園児をお預かりする施設 

・居宅訪問型保育事業：利用児童の居宅に保育者が訪問し、１対１で行う保育事業 

・認 可 外 保 育 施 設：児童福祉法に基づく認可を受けていない保育施設の総称 

・認 証 保 育 所：認可外保育施設の１つで、東京都独自の基準を満たし、 

認証を受けている施設 
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２ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大 

 新型コロナウイルス感染症は、令和２年４月に都内全域を対象とした緊急事態

宣言が発令されて以降、感染者数は増減を繰り返しつつ、４回目の緊急事態宣言

が解除された現在においても、区民生活に大きな影響を及ぼしています。 

 本区では、就学前人口が令和元年度以降減少傾向である中、それまで右肩上が

りであった保育園等への入所希望者数が令和４年度に初めて減少に転じました。

特に０歳児については、他年齢に比べて入所希望者数や保育需要率が減少して

おり、育児休業取得率の増加とともに、新型コロナウイルス感染症を要因とした

保育園等への預け控えの影響もあると考えられます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【0 歳児人口、入所希望者数及び保育需要率（入所希望者数/人口）の推移】 
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【就学前人口及び入所希望者数の推移】

（人） （％） 
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また、本区では補正予算による感染症対策用品購入費等の補助制度新設や積

極的疫学調査の実施など、保育園等での感染症対策に迅速かつ適切に対応して

きました。しかしながら、新型コロナウイルス感染症は拡大を続け、その状況に

比例し、退所者数が増加している傾向があります。 

 そのため、入所希望者数の減や退所者数の増を踏まえ、今後の保育需要を適切

に見込んでいく必要があります。 

 そして、新型コロナウイルス感染症は、マスク着用、ソーシャルディスタンス

の確保そしてテレワークなどの新しい生活様式をもたらしました。保育園等に

おける各種行事の中止や異年齢クラス、地域の交流機会減少等、保育の質の低下

を懸念する保育事業者の声や、テレワークや時差通勤といった働き方の多様化

により新たに求められる保護者のニーズ等を的確に汲み取り、今後の保育政策

について、検討していく必要があります。 

 

【退所者数及び新型コロナウイルス感染症陽性者数（東京都）の推移】 

（令和元年４月から令和４年３月）  

 

 

 

（人） 
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（単位：人、％）

R元 R2 R3 R4

定員 977 1,044 1,024 1,042

空き定員 32 111 100 138

定員に対する空き定員割合 3.3 10.6 9.8 13.2

定員 2,165 2,356 2,440 2,593

空き定員 11 77 83 170

定員に対する空き定員割合 0.5 3.3 3.4 6.6

定員 2,541 2,760 2,862 3,057

空き定員 35 97 132 240

定員に対する空き定員割合 1.4 3.5 4.6 7.9

定員 2,690 2,981 3,113 3,310

空き定員 106 193 260 496

定員に対する空き定員割合 3.9 6.5 8.4 15.0

定員 2,764 3,046 3,177 3,332

空き定員 226 385 387 534

定員に対する空き定員割合 8.2 12.6 12.2 16.0

定員 2,790 3,082 3,205 3,351

空き定員 397 521 543 618

定員に対する空き定員割合 14.2 16.9 16.9 18.4

定員 13,927 15,269 15,821 16,685

空き定員 807 1,384 1,505 2,196

定員に対する空き定員割合 5.8 9.1 9.5 13.2

※認可外保育施設を除いています

5歳児

合計

0歳児

1歳児

2歳児

3歳児

4歳児

３ 空き定員の増加により生じる影響 

これまで本区では、待機児童の解消を目指し保育園等の整備を中心として保

育定員の拡大に取り組んできました。しかし、待機児童解消後の現在就学前人口

や入所希望者数が減少したこと等により保育園等の空き定員が徐々に増加して

います。 

年度別の空き定員の状況を見ると、全ての年齢で定員に対する空き定員の割

合は増加傾向にあります。空き定員数は１歳児以上のクラスで増加し続けてお

り、特に幼児クラス（３～５歳児）においては定員に対する空き定員の割合が大

きくなっています。一方、区内保育事業者意向調査の結果では、93.0％の園が運

営を継続していくために必要と考える最低入所率（在園児数／認可定員）は 80％

以上必要と回答しています。令和４年度の定員に対する空き定員の割合は

13.2％と入所率 80％以上を維持していますが、年々80％に近づいている状況で

す。 

【定員、空き定員及び定員に対する空き定員割合の推移】（各年度４月１日時点） 
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（単位：園、％）

100% 90～99% 80～89% 70～79% 60～69% 50～59% 合計

園数 28 80 51 7 2 3 171

構成比 16.4 46.8 29.8 4.1 1.2 1.7 100

回答のあった園の93.0％

【区内保育事業者意向調査】 

 設問１－５ 運営を継続していくために必要と考える最低入所率（在園児数／ 

認可定員）は 

 

  

 

 

 

 

また、空き定員が増加することにより、様々な影響が懸念されます。空き定員

が生じていることについて保育園等では以下のような内容をデメリットと捉え

ています。 

【区内保育事業者意向調査】 

 設問１－８ 定員に対して空きが生じていることでのデメリットはどのように 

捉えていますか 

 
まず、回答のあった 171 園のうち 95.9％にあたる 164 園が「補助金減少によ

る経済収支の悪化」を挙げています。保育園等を運営する事業者（以下、「運営

事業者」という。）は、在園児数に応じて国が定める公定価格に基づく委託費収

入や補助金を得て運営を行っていますが、保育士は在園児数ではなく認可定員

又は設定した利用定員に対して配置数が決まっていることから、空き定員が増

加するにつれて、運営事業者の収支が悪化することとなります。このことは園の

経営を不安定なものとし、在園児が安心して園に通うことができない状況が生

じる恐れがあります。前述の最低入所率はこの経済収支を主に勘案して回答し

ているものと推測されます。 

次に、保育士の保育機会減少によるモチベーションやスキル向上機会の減少

を挙げている園は、それぞれ 89 園、87 園といずれも 50％以上となっています。

6

7

3

11

87

89

164

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

その他（保育関連）

その他（職員関連）

園児同士の交流の減少

過剰配置に伴う職員の配置調整、人員削減や採用

保育士の保育機会減少によるスキル向上機会の減少

保育士の保育機会減少によるモチベーションの減少

補助金減少による経済収支の悪化

（園）
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補助金減少

➡経営が不安定に（在園児が安心して通えない）

モチベーション・スキル向上機会の減少

➡保育の質が低下

利用定員の減少に伴う人員削減

➡安心して働けない

園児同士の交流の減少

➡社会性を身に付けにくくなる

運営

事業者

質

職員

園児

以下のような影響が生じる可能性

等

空き定員の増加

保育機会の減少によるモチベーションやスキル向上機会の減少は、保育の質の

低下につながりかねません。 

 また、空き定員に応じて利用定員を減少させた場合、認可定員又は設定した利

用定員に対して配置した職員に余剰が生じ、苦労して採用した職員の削減の必

要が生じる等、採用活動への影響が出るとの意見が11園から挙げられています。

これは、職員の雇用状況を不安定なものとし安心して働くことができない環境

となってしまう可能性があります。 

さらに、園児同士の交流の減少による園児の健全な成長への影響を懸念する

意見も複数の園より挙げられています。園児にとって他の園児との交流は、社会

性を育むことに寄与しますが、交流機会の減少により、社会性を身に付けにくく

なることが心配されます。 

 これらの懸念が顕在化する前に空き定員の増加への対応を検討する必要があ

ります。 

【空き定員の増加により生じる影響図】 

 

-11-



４ 施設種別や立地条件等による保護者ニーズ 

本区は、これまで待機児童解消に取り組み、令和４年４月に待機児童ゼロを達

成することができました。 

一方で、空き定員が年々増加傾向にあるなど、新たな課題も生じています。 

こうした状況を踏まえて、今後の定員の適正化に向けた方策の検討に活かす

ため、施設種別、立地、園庭の有無等、様々な観点から、保護者ニーズを詳細に

分析する必要があります。 

 

【分析概要】 

対象者：令和４年度４月入所希望者（区外保育園希望者を除く） 

※保育園入所申請は、年間を通じて受け付けています。５月入所以降の申請に

ついては、少ない空き定員に対する申請となり、希望する保育園に極端な偏

りが生じる傾向があります。そのため、年度中最も空き定員と入所希望者が

多く、より保護者ニーズが反映される令和４年度４月入所希望者の情報分析

を行います。また、本区では１度に最大５園まで希望保育園の申込をするこ

とができるので延べ人数により集計し、分析を行います。 

 

① 施設種別による集計 

認可保育園は、設置基準や保育料については違いはありませんが、保育園

ごとに様々な特色が見られます。最近では、英語や運動といった保育外活動

を求める保護者も増えてきており、保護者がどのような施設を求めているの

か、施設種別により分析します。 

 

【施設種別による入所希望者数の比較】 

 
 

集計結果・分析 

０～２歳児クラス、３～５歳児クラスに分けて、区立保育園、公設民営保育園、

私立認可保育園、認定こども園、小規模保育事業所ごとに集計を行いました。 

（単位：人、倍）

募集人数 申請者数 倍率 募集人数 申請者数 倍率

区立保育園 515 1,741 3.4 153 345 2.3

公設民営保育園 298 1,402 4.7 116 290 2.5

私立認可保育園 2,254 9,090 4.0 655 1,505 2.3

認定こども園 55 395 7.2 21 96 4.6

小規模保育事業所 83 314 3.8 - - -

合計 3,205 12,942 4.0 945 2,236 2.4

種別
0～2歳児クラス 3～5歳児クラス
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84.0%

61.2%
71.4% 70.3%

88.4%

71.6%
59.9%

92.5%

59.1%

94.9% 89.1%
78.3%

16.0%

38.8%
28.6% 29.7%

11.6%

28.4%
40.1%

7.5%

40.9%

5.1% 10.9%
21.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

白河 富岡 小松橋 東陽 亀戸 大島 砂町 南砂 豊洲① 豊洲② 豊洲③ 合計

居住地と 同地区 居住地と 別地区

０～２歳児クラスの倍率は、認定こども園 7.2 倍、公設民営保育園 4.7 倍、私

立認可保育園 4.0 倍、小規模保育事業所 3.8 倍、区立保育園 3.4 倍との結果と

なり、また、３～５歳児クラスの倍率は、認定こども園 4.6 倍、公設民営保育園

2.5 倍、区立保育園・私立認可保育園 2.3 倍の結果となりました。いずれの施設

種別でも一定以上の倍率を示していることが分かりました。 

このため、施設種別による分析に加えて、保育園の所在地や立地条件等、他の

要素による詳細な分析をしていく必要があると考えます。 

 

② 地区別による集計 

保育園には毎日通うことになるため、居住地に近い保育園を希望する保護

者が多いと考えられます。以下では、居住地と入所希望園の所在地を地区別

に分け、居住地と入所希望園が同じ地区内にあるか否か分析します。 

 

【居住地と希望園所在地の関係】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 豊洲地区は他地区に比べて面積が広域となるため、①塩浜・枝川・辰巳・潮見②豊

洲・東雲③有明・青海の３地区に分けて集計しています 

 

集計結果・分析 

 全体では、居住地と同じ地区の保育園を希望する保護者が 78.3％であり、地

区別で見ても全ての地区で入所希望者の過半数が居住地と同じ地区の保育園を

希望していることから、居住地から近く、毎日通いやすい場所にある保育園に入

所を希望する保護者が多いと考えられます。 

同じ地区の希望者が多い地域は、豊洲②（豊洲・東雲）94.9％、南砂 92.5％、

豊洲③（有明・青海）89.1％、亀戸 88.4％となります。 
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 また、同じ地区の希望者が比較的少ない地域は、豊洲①（塩浜・枝川・辰巳・

潮見）59.1％、砂町 59.9％、富岡 61.2％となります。 

 地区によって差が生じる要因の一つとしては、通勤で利用する駅が居住する

地区内にあるか否かが関係しているものと考えられます。 

 

③ 立地条件による集計 

保育園等の入所希望者のうち、９割を超える保護者が就労を事由に入所申

込を行っています。そのため、通勤を考慮し、より駅に近い保育園を希望す

る保護者が多いと考えられます。 

以下では、駅から保育園までの時間を徒歩５分未満（約 400ｍ）、徒歩５分

以上 10 分未満（約 800ｍ）、徒歩 10 分以上の３つに分けて立地条件による保

護者ニーズを分析します。 

 

【駅から保育園までの所要時間別入所希望者数の比較】 

 

※ 駅から保育園までの距離は、「不動産の表示に関する公正競争規約」を参考に、1分

＝80ｍとして算出してします 

 

集計結果・分析 

 駅から徒歩５分未満の保育園の入所希望者は 44.3％、徒歩５分以上 10 分未満

の保育園の入所希望者は 36.3％となり、徒歩 10 分未満の保育園の入所希望者は

８割を超えています。一方で、徒歩 10 分以上の園になると２割以下まで下がっ

ています。 

就労している保護者の多くが、通勤を考慮し、徒歩 10 分未満の駅から近い保

育園を希望していると考えられます。 

6,730人

（44.3%）

5,512人

（36.3%）

2,936人

（19.4%）

５分未満 ５分以上10分未満 10分以上

-14-



118.0 

54.3 59.6 

78.8 83.9 

0.0

50.0

100.0

150.0

0 1～3 4～6 7～9 10～

希望者（人）

運営開始後の経過年数（年）

④ 運営開始後の経過年数による集計 

運営開始後の経過年数が保護者ニーズにどのような影響を与えているのか

を分析します。 

以下では、運営開始後の経過年数を５つに区分して入所希望者数を集計し、

希望者数の変動を把握します。 

 

【運営開始後の経過年数に対する１園当たりの希望者数の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 経過年数の区分ごとに園数にばらつきがあるため、経過年数の区分ごとに入所希望

者の延べ人数の合計を１園あたりの希望者数に割り返して集計しています 

 

集計結果・分析 

運営開始後１年を経過していない保育園が、１園当たりの申込者数 118.0 人

と入所希望者が最も多い結果となりました。一方、経過１年～３年の区分が 54.3

人と最も少なく、以降、経過年数に比例して希望者は増加しています。 

経過０年の区分は例外的ではありますが、園の安定的な運営や蓄積された保

育ノウハウ等の保育の質の観点から、経過年数が長いほど希望者が増加してい

ると考えられます。 

また、経過０年の区分の入所希望者が最も多かった理由としては、大規模なマ

ンション開発の一環としてマンションに併設された保育園であるため、子育て

世代の転入による影響が大きかったことや、就学前人口の増加が見込まれるエ

リアに新設された保育園であったこと等、様々な要因によると想定されます。 
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91.1 人

（38.8%）

86.2 人

（36.7%）

57.6 人

（24.5%）

園庭有 園庭有（基準未満） 園庭無

⑤ 園庭の有無による集計 

園庭の有無が保護者ニーズにどのような影響を与えているのかを分析しま

す。 

以下では、認可基準を満たす面積を有する園庭が有る保育園（以下「園庭

有」）、認可基準は満たさない面積だが園庭が有る保育園（以下「園庭有（基

準未満）」）、園庭が無い保育園（以下「園庭無」）の３つに分けて保護者ニー

ズを把握します。 

 

【園庭の有無に対する入所希望者数の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 園庭の有無の園数にばらつきがあるため、１園あたりの申込者数に割り返して集計

しています 

※2 「園庭有（基準未満）」及び「園庭無」については、認可基準を満たすため代替遊戯

場の設定が必要となります 

 

集計結果・分析 

 認可基準を満たす面積を有する園庭が有る保育園の入所希望者が 38.8％と最

も多いことが分かりました。また、園庭有（基準未満）の入所希望者も 36.7％

と多く、園庭有の入所希望者との差は約２ポイントにとどまります。また、園庭

無については、園庭有（基準未満）を約 12 ポイント下回る結果となり、園庭の

有無が入所希望に影響していると考えられます。 

一方、全体的な結果として、園庭が有る保育園（園庭有＋園庭有（基準未満））

の入所希望者が 75.5％であるのに対して、認可基準を満たす園庭が無い保育園

（園庭有（基準未満）＋園庭無）の入所希望者も 61.2％と６割を超えています。 

また、区内の私立認可保育園では、８割を超える保育園が近隣の公園等を代替

遊戯場としている現状もあるため、こうした状況を踏まえつつ、園外保育の充実

に向けた事業等を検討する必要があると考えられます。 
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160

122

16.0 15.3 

0

50

100

150

200

卒園後の連携園有 卒園後の連携園無

希望者数（人）

希望者合計 １園あたり希望者数

⑥ 小規模保育事業所の連携園の有無による集計 

小規模保育事業所は、在園できる期間が２歳児クラスの年度末までの保育

園です。小規模保育事業所には、卒園後の連携園が設置されていることで５

歳児クラスまで引き続き在園できる保育園と、卒園後の連携園が設置されて

いない保育園があります。 

以下では、卒園後の連携園の有無により入所希望者数に差が生じるかを分

析します。 

  

【卒園後の連携園の有無による希望者数の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 複数の小規模保育事業所を希望する児童については希望順位が高い保育園を優先し

て集計しています 

 

集計結果・分析 

 希望者の合計としては、卒園後の連携園有が 160 人、卒園後の連携園無が 122

人と差があります。しかし、１園あたり希望者数に割り返すと、卒園後の連携園

有が 16.0 人、卒園後の連携園無が 15.3 人とほぼ同じ結果となり、卒園後の連

携園が設置されていない保育園の方が入所希望者が少なくなるとは限らないこ

とが分かりました。これは、卒園後の連携園が無い小規模保育事業所に在園中の

園児は、卒園に伴う、翌年度４月転園申込において、調整指数による加点がある

ことも関係していると想定されます。 

このことを踏まえ、小規模認可保育事業所の入所希望については、卒園後の連

携園の有無以外の理由も含め、総合的に検討し申込みを行っていると考えられ

ます。 

 

-17-



 

＜まとめ＞ 

 施設種別や立地等、様々な観点から保護者ニーズを分析した結果、保育園の

入所申込にあたって、保護者はいずれの施設種別の保育園も満遍なく希望して

いることや、多くの保護者が自宅や駅からの近さを重視していること等、保護

者ニーズを把握することができました。 

今後、定員の適正化に向けた方策を検討するにあたっては、今回の分析結果

を踏まえながら、保育定員の確保方策の見直しに反映させていきます。 
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１ 定員の適正化等について 

（１）保育定員確保の方向性等について 

 

 

 

 

 

 

《現状と課題》                                              

こども・子育て支援事業計画の中間見直しでは、直近の就学前人口について、

実績値と当初計画策定時の推計値で乖離が発生していることから、乖離状況を

分析し、０歳～14 歳人口について補正推計を実施しました。補正推計の結果、

一部の地区を除き、多くの地区で補正前の人口推計値を下回る結果となり、令和

５年度以降の就学前人口の減少が続くと見込まれます。就学前人口の減少が続

くと、空き定員の増加が懸念されることから、必要な保育量をより細かく分析し、

見極めていく必要があります。 

 また近年、保育施設の空き定員の状況を見ると、地域差が生じていることや空

き定員の数が年々増加している傾向にあります。令和４年４月１日時点の空き

定員の状況を年齢別に見ると、３～５歳児はどの地域も一定の空き定員が見ら

れる一方で、０～２歳児は地域差が生じています。また、直近３年分の地域別の

空き定員の状況を見ると、どの地域も年々増加傾向にあります。 

入園申込者数に対して保育定員を完全に一致させることが難しく、今後も定

員に対して一定程度の空きの発生が想定されることから、園運営への影響が懸

念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 今後の保育政策について 

・直近の人口推計に基づき、新たな確保方策（保育を必要としている児童

を受け入れることができる数）に見直します。 

・新たな確保方策として新規整備を行う場合には、地域ごとの必要な保育

量や空き定員の状況を踏まえながら新規整備の必要性を判断します。 
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R2 R3 R4 R2 R3 R4 R2 R3 R4

深川地域 城東地域 臨海地域

(人)

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

（単位：人）

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 合計

白河 1 12 23 33 83 87 239

富岡 1 7 8 32 30 32 110

小松橋 3 2 10 17 45 59 136

東陽 9 9 22 54 41 53 188

深川地域 14 30 63 136 199 231 673

亀戸 21 24 25 33 41 44 188

大島 7 3 12 33 29 48 132

砂町 19 28 25 77 65 60 274

南砂 41 25 32 43 41 62 244

城東地域 88 80 94 186 176 214 838

豊洲 36 60 83 174 159 173 685

臨海地域 36 60 83 174 159 173 685

合計 138 170 240 496 534 618 2,196

【地区別空き定員の状況】（令和４年４月１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域別直近３年分の空き定員の状況】 
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月別の定員に対しての空き状況を見ると、０歳児クラスや乳児クラス（１・２

歳児）では４月の空きが一番多く、年度後半になるにつれて空きの数は減少して

います。一方、幼児クラス（３～５歳児）では年間を通して一定の空きが発生し

ています。 

 

【月別空き定員の状況】（令和３年度各月１日時点） 
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1,462 1,566 1,576 

3,220 

2,279 

1,376 

2,078 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

(百万円)

私立認可保育園 小規模保育事業所

（単位：件）

年度 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

件数 1 1 2 0 1 4 0 4

該当地区 豊洲地区 亀戸地区
豊洲地区

東陽地区
－ 富岡地区

豊洲地区

豊洲地区
小松橋地区

南砂地区

－

豊洲地区

豊洲地区
亀戸地区
南砂地区

認可保育園等の新規整備は、待機児童解消策として有効である一方、多額の費

用を要しますが、一部地域ではまだ確保方策が不足しているため、新規公募等に

よる認可保育園の定員増が必要な状況が続いています。 

 

【認可保育園等整備に係る区支出対象施設数の推移】 

 
 

【認可保育園等整備に係る区支出額推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 マンション開発に伴い発生する保育需要については、周辺地域の既存保育園等

で収容できないことが予測される場合に、待機児童の発生を抑制することを目

的としてマンション開発事業者に対してマンション内に保育所を整備するよう

求めています。その結果、これまでは臨海地域（豊洲・有明）を中心にマンショ

ン内保育所整備が進んできました。 

 

【マンション内保育所整備件数】 

 

 

 

 

(単位：施設）
H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

私立認可保育園 6 8 9 20 15 9 12
小規模保育事業所 1 0 6 6 0 0 0

合計 7 8 15 26 15 9 12
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R5 R6 R5 R6 R5 R6 R5 R6

見直し前 368 368 558 558 408 408 1,334 1,334

見直し後 325 325 502 502 361 361 1,190 1,190

増減数 ▲ 43 ▲ 43 ▲ 56 ▲ 56 ▲ 47 ▲ 47 ▲ 144 ▲ 144

見直し前 1,849 1,991 2,637 2,637 2,030 2,060 6,516 6,688

見直し後 1,792 1,840 2,463 2,463 1,911 1,909 6,166 6,212

増減数 ▲ 57 ▲ 151 ▲ 174 ▲ 174 ▲ 119 ▲ 151 ▲ 350 ▲ 476

見直し前 2,887 3,154 4,316 4,316 3,334 3,388 10,537 10,858

見直し後 3,003 3,109 4,223 4,228 3,177 3,194 10,403 10,531

増減数 116 ▲ 45 ▲ 93 ▲ 88 ▲ 157 ▲ 194 ▲ 134 ▲ 327

0歳児

1・2歳児

3～5歳児

（単位：人）

深川地域 城東地域 臨海地域 合計

《取組の方向性》                              

就学前人口の補正推計を実施した結果、必要な保育量を見直すとともに、確 

保方策を見直します。 

 

【確保方策の見直し前後の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規整備の必要性については、周辺地区の空き定員の状況も踏まえ、各地域の

保育需要を見極め、判断していく必要があります。 

また、今後のマンション開発に伴う新たな保育需要への対応については、新た

な保育所整備が必要となるか、また開所後に必要となる改修経費等についても

総合的に判断し、より慎重に見極める必要があります。 
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（２）区立保育園のあり方等について 

 

（２）私立園への支援策等について 

 

 

 

《現状と課題》 

本区は、令和４年４月１日現在 28 園（公設民営保育園 16 園を除く。）の区立

保育園を有していますが、待機児童解消を実現した今、区立保育園の果たす役割

についても、区内の保育事情や今後の少子化に対応して変化させていくことが

求められます。 

現状においても、区立保育園の在園児数は、幼児クラス（３歳児から５歳児ク

ラス）を中心に年々減少傾向にありますが、今後も、就学前人口の減少が進むこ

とが想定されており、引き続き在園児数の減少が見込まれる状況にあります。 

これらの状況を踏まえ、私立保育園等の先駆的役割を果たし、区内の保育環境

向上に貢献していくため、これまで以上に「保育の質」を高めるための事業計画、

保育人材育成を推進するとともに、限られた人材、財源を活用して「保育の質」

を高めていくため、定員の適正化や区立保育園の適正配置・民営化の進め方につ

いても検討していく必要があります。 

 

【区立保育園認可定員、在園児数及び入所率の推移】（各年度４月１日時点） 

 

 

 

 

  

 

園数

定員 在園児数 入所率 定員 在園児数 入所率 定員 在園児数 入所率 定員 在園児数 入所率 定員 在園児数 入所率

0歳児 154 153 99.4 142 138 97.2 142 121 85.2 142 139 97.9 142 125 88.0

1歳児 437 437 100.0 422 421 99.8 422 411 97.4 422 413 97.9 412 393 95.4

2歳児 531 530 99.8 513 511 99.6 513 502 97.9 513 478 93.2 498 473 95.0

3歳児 607 604 99.5 587 561 95.6 587 560 95.4 587 537 91.5 569 477 83.8

4歳児 641 600 93.6 621 595 95.8 621 564 90.8 621 568 91.5 598 527 88.1

5歳児 655 583 89.0 635 580 91.3 635 590 92.9 635 559 88.0 612 553 90.4

合計 3,025 2,907 96.1 2,920 2,806 96.1 2,920 2,748 94.1 2,920 2,694 92.3 2,831 2,548 90.0

※1 H31.4より大島第五保育園は公設民営園へ移行しました

※2 R4.4より辰巳第二保育園は公設民営園へ移行しました

（単位：人、％）

30園 29園 29園 29園 28園

H30 R元 R2 R3 R4

・区立保育園については、将来を見据えた役割を明確化し、適正配置等に 

ついて検討します。 

・民営化の進め方について、継続して検討します。 
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南砂

豊洲

北砂

東砂

東陽木場

越中島

古石場

富岡
牡丹

門前仲町
冬木

深川
永代
福住

佐賀 千石
平野

海辺千田石島
三好

白河
清澄

扇橋

猿江森下
高橋常磐

住吉

毛利

●
亀戸●亀戸第三

●亀戸第二

亀戸

●大島
●大島第四

●
わかば●大島第三

大島

●
東砂 ●
東砂第二

●
亀高第二

●
小名木川第二

●東砂第三

●
城東

●南砂第三

●
東陽

●塩崎

●
東雲第二

●
辰巳第三

砂町

●東雲

●
森下

●白河

●
深川一丁目

●
古石場

小松橋白河

東陽富岡

●
大島第二

●東砂第四●南砂第一

●南砂第五

●
北砂

【左：区立保育園（公設公営）一覧】（令和４年４月１日時点） 

【右：区立保育園（公設公営）の配置図】（令和４年４月１日時点） 

  

 

《取組の方向性》 

 待機児童解消後の状況及び将来的に就学前人口の減少が見込まれている状況

を踏まえ、今後、区立保育園は、これまで積み上げてきた運営ノウハウを継承し

つつ、私立保育園等の先駆的役割を果たすべく、質の高い保育提供能力をさらに

発揮しながら、運営実績や保育技術等について、私立保育園へ情報発信、助言等

を行っていきます。 

また、常に最新の保育事情、国や東京都、他自治体の動向について情報収集し、

保育の現場で最新の保育理論・技術の実践と、その効果の検証を行う体制を整え、

区内全体の保育の質向上に貢献していきます。 

加えて、今後は、未就園児の支援体制強化を目指す国及び東京都の動向も注視

しながら在宅子育て家庭の支援にも目を向け、既存事業である非定型一時保育

（単位：人）

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

1 森下 0 16 20 24 24 24 108

2 白河 10 12 18 19 19 19 97

3 深川一丁目 0 12 16 17 17 18 80

4 古石場 15 18 23 23 23 23 125

5 塩崎 11 20 24 24 24 24 127

6 東雲 0 12 14 16 17 18 77

7 東雲第二 0 14 17 17 17 17 82

8 辰巳第三 12 13 14 24 28 29 120

9 東陽 10 14 17 24 27 30 122

10 亀戸 0 7 10 18 18 19 72

11 亀戸第二 0 15 18 22 24 24 103

12 亀戸第三 11 20 22 24 29 29 135

13 わかば 11 17 18 22 22 22 112

14 大島 0 15 18 21 22 22 98

15 大島第二 0 11 16 21 22 22 92

16 大島第三 0 14 20 21 22 24 101

17 大島第四 0 13 18 20 24 24 99

18 北砂 0 12 14 24 25 25 100

19 小名木川第二 10 14 17 24 28 29 122

20 亀高第二 11 16 18 21 22 22 110

21 東砂 0 12 14 18 18 18 80

22 東砂第二 0 12 15 19 19 19 84

23 東砂第三 9 14 19 20 20 21 103

24 東砂第四 0 14 18 20 20 20 92

25 南砂第一 0 16 19 20 20 22 97

26 南砂第三 0 17 18 22 23 24 104

27 南砂第五 20 25 25 0 0 0 70

28 城東 12 17 18 24 24 24 119

合計 142 412 498 569 598 612 2,831

園名
定員
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園名 民営化移行時期

1 豊洲保育園 H18.4

2 毛利保育園 H19.4

3 南砂第二保育園 H20.4

4 塩浜保育園 H22.4

5 亀戸第四保育園 H22.4

6 小名木川保育園 H28.4

7 亀高保育園 H29.4

8 南砂第四保育園 H30.4

9 大島第五保育園 H31.4

10 辰巳第二保育園 R4.4

11 東砂第三保育園 R6.4（予定）

12 亀高第二保育園 R10.4（予定）

※ 公設公営での運営実績のある園のみ抽出しています

（子育てサポート一時保育）の利用条件の緩和による柔軟な利用の促進、受け入

れ枠の拡充や、実施園を増やしていくことについても検討していきます。 

非定型一時保育事業以外にも、マイ保育園ひろば事業の実施機会増加や、子育

て相談機能の充実等についても検討を進めるとともに、新たな保育サービスの

実施可能性も含め、未就園児のいる家庭が安心して子育てできるサポート機能

も果たせる体制を構築していきます。 

 一方で、限られた人材、資源を活用し、前述した役割を果たしていくためには、

現在の区立保育園の運営体制についても、刻々と変化する社会情勢に対応した

見直しを行っていく必要があります。 

今後は、就学前人口の将来的な動向や各園在園児数、所在地周辺の保育需要や

私立保育園等の配置状況を考慮の上、定員の適正化や適正配置、民営化について

も検討を行っていきます。 

区立保育園の民営化については、これまでに第一次民営化計画～第三次民営

化計画を策定し、平成 18 年度より段階的に移行を進めてきています。民営化を

行うメリットとしては、運営経費の縮減のほか、時宜に応じた柔軟な保育サービ

スの提供（延長保育の充実や一時保育サービスの充実、法人の保育方針に沿った

特色ある保育カリキュラム（英語教育や食育活動の充実等））が可能になるなど、

区立保育園よりもスピード感を持った対応が期待できることが挙げられます。   

一方、区立保育園は蓄積された運営ノウハウの継承や区全体の保育の質の更

なる向上のために指導的役割を果たすなどの一定の役割を担う必要もあること

から、区立保育園の位置づけを改めて整理したうえで、民営化の進め方を検討し

ていきます。 

 

【区立保育園のこれまでの民営化移行実績】 
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（３）私立認可保育園等への支援策等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《現状と課題》 

本区では、保育園等の空きスペースを活用した事業として、定期利用保育事業

を実施し、待機児童の解消に取り組んできました。待機児童は解消しましたが、

その一方で保育園等の空き定員は年々増加しており、施設運営に影響が及ぶな

ど新たな課題となっています。 

私立認可保育園に対する補助金において、４月から９月までの欠員児童に係

る人件費及び管理費に要する経費を補助する入所推進加算がありますが、待機

児童が解消された現状において、空き定員が増えていることもあり、当該補助金

の通年化等の拡充を求める声が一部の運営事業者から挙げられています。 

また、私立認可保育園等において、運営費の単価設定や職員配置は、原則とし

て認可定員に基づく運用を行ってきました。運営費については、定員により単価

が設定され、在園児数に応じて支払われているため、空き定員が増加することで、

園における減収が増加しています。職員配置については、認可定員に対して配置

される保育士と、実際に必要な保育士数との乖離により余剰人員が生じるケー

スが見受けられています。そのため本区では、適切な人材活用及び現状に即した

運営費の支払いに資するよう、認可定員とは別に利用定員による運用を開始し

ています。 

４月一斉入所時において３歳児から５歳児クラスの合計定員に対し、合計入

所園児数が 50％未満の施設を対象に利用定員の設定を可能とし、設定できる利

用定員は以下の基準で算出される定員のうち多い方としています。 

・４月時点の３歳児から５歳児クラス各歳の在園児数にそれぞれ１人を加算した定員 

・３歳児から５歳児クラス各歳の認可定員の 50％を下限として運営事業者が設定する

定員 

 利用定員：子ども・子育て支援法に基づき、運営費を支払う際に使用する給付単価の

根拠。基本的には認可定員と一致するが、過去の利用実績や今後の見込み

を踏まえたうえで「認可定員」の範囲内で別に定めることも可能 

・空き定員に対する経済的支援策として、空きスペースの活用や利用定

員制度の活用などを検討します。 

・空き定員の増加による減収に対する補助の拡充を求める事業者要望が

ありますが、事業者間競争を維持しつつ、安定的な園運営が継続され

る運営支援のあり方を検討します。 

・私立認可保育園等の定員変更については、事業者の意向を踏まえつつ

公平かつ柔軟に調整が行える手法を検討します。 
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なお、認証保育所から認可保育園への移行については、保育定員の拡充等で待

機児童解消にも寄与するとともに、国の子ども・子育て支援新制度の本旨からも

認可保育園への移行を進めていますが、施設面・保育士の確保、在籍する園児の

処遇等の課題があります。 

 

《取組の方向性》 

待機児童解消の状態を維持するための必要定員確保のため、一定程度の空き

定員が生じますが、このことにより、運営事業者の収支が悪化し、経営困難に陥

るという事態は避ける必要があります。 

一方で、空きが生じないように特色ある魅力的な園運営となるよう努力をし

ている運営事業者がおり、運営事業者間で競争することが、保育の質やサービス

の向上に繋がっているという点も重要です。 

そのため、これまで通り事業者による努力を求めたうえで、安定した保育園運

営が継続されるような運営支援のあり方を引き続き検討していきます。 

また、空き定員の増加に対する支援策として、各園の状況を踏まえ、現在の定

期利用保育に加えて、空きスペースを活用した非定型一時保育（子育てサポート

一時保育）等の保育園等を通常利用していない子育て家庭を対象とした保育サ

ービスの充実についても検討していきます。 

【本区で実施している主な一時的な保育サービスの概要】 

類型 概要 

定期利用保育 

認可保育園等を入所待機となった児童を対象に、区立

保育園の延長保育室や、新規開設私立認可保育園で４・

５歳児クラスの欠員が生じた保育室等を活用して、待

機児童の積極的な解消を図る制度 

非定型一時保育 

(子育てサポート一時保育) 

在宅で育児をしている保護者が、通院・通学・短時間

の就労・自宅での看護等の理由で児童の保育ができな

いときに、認可保育園の専用保育室で一時的に保育す

る制度 

緊急一時保育 

在宅で育児をしている保護者の出産や病気・けがによ

る入院等、緊急の理由で一時的に児童の保育ができな

いときに、区内認可保育園等で保育する制度 

利用定員制度については、現在活用していない園のうち３割程度で活用を希

望する意向があったものの、現在の運用では 「新規開設園を対象に考えられた

ものなので、既存園が対象となるには条件が厳しい」、「対象年齢を拡大してほし

い」等基準変更を求める意見もあるため、今後は空き定員の状況を踏まえながら

より柔軟な利用定員の設定について検討していきます。 
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58.2% 27.4% 14.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

設定希望なし 設定希望あり 既に設定済

（単位：園、％）

現状維持 全年齢の定員拡大 全年齢の定員縮小 それ以外の定員設定 合計

園数 115 2 19 35 171
構成比 67.2 1.2 11.1 20.5 100
※ それ以外の定員設定のうち、一部年齢の定員拡大意向が２園、一部年齢の定員縮小意向が20園

（単位：園、人）

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 合計

認可移行数 7 2 4 1 8 1 0 2 25

定員増数 43 10 93 5 177 40 0 46 414

【区内保育事業者意向調査】 

設問１－６ 今後の利用定員設定の方向性について 

 

 

 

 

 

 

 

また、定員について、区内の保育園等では定員縮小の意向が一定数あることが

分かりました。現在、定員変更の要望については『江東区保育園等入園のしおり』

作成前の時期に限り、要望のあった園毎に保育需要の見込み等を踏まえて変更

の可否について判断しています。今後は、事業者より縮小を含めた定員変更の要

望が増加する可能性があることから、地域の保育需要を鑑みつつ柔軟かつ公平

に調整できる手法を検討していく必要があります。 

【区内保育事業者意向調査】 

設問１－４ 今後の認可定員設定の方向性について 

 

 

 

 

 

 

さらに、認証保育所から認可保育園への移行については、前述のような課題が

あるため、待機児童解消に伴い、改めて課題を整理し、今後の方向性について検

討する必要があります。 

なお、認証保育所はこれまで実質的に待機児童の受け皿としての役割を担っ

ていましたが、国の子ども・子育て支援新制度における保育の質の向上等の観点

から、平成 27 年度以降は認可保育所への移行を進めており、新規開設を行って

いません。今後についても待機児童解消の現状を踏まえ、新規開設は行いません。 

 

【認可保育園への移行数及び認可移行に伴う定員増数実績】 
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【病児・病後児保育の利用状況の推移】 （単位：施設、人、日、％）

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

施設数 4 4 4 4 5 5 4

定員 18 18 18 22 26 26 22

延べ利用日数 1,232 1,578 1,758 2,009 2,210 654 1,507

利用率 29.2 37.2 41.0 38.4 39.1 11.0 29.5
※利用率：延べ利用日数／開所日数×定員

（４）多様な保育需要への対応について 

 

（２）私立園への支援策等について 

 

 

《現状と課題》 

待機児童は解消したものの、今後も子育て世帯や共働き世帯の増加が見込ま

れていることから、引き続き地域の保育需要や保護者の多様なニーズに対応し

ていくことが求められています。また、保護者の就労形態や家庭環境、ライフス

タイル等が多様化し、それらに応じた柔軟な保育サービスの提供が求められて

います。 

現在、本区では、休日保育や病児・病後児保育、延長保育の実施や障害や疾病

等のある園児の受け入れを行っていますが、今後も社会環境の変化や保護者の

ニーズを捉え、必要な保育サービスの提供について、検討していく必要がありま

す。 

 

① 休日保育 

日曜日や祝日に、保護者が就労のため自宅での保育ができない場合、私立認可

保育園３園で園児をお預かりしています。なお、本取り組みは令和４年７月から

実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

② 病児・病後児保育 

保育園等に通っている園児が、「病気」又は「病気の回復期」等により、普段

通っている保育園等での集団保育が難しい時期に、区が委託する実施施設（病

児・病後児対応型施設、病後児対応型施設）で一時的に園児をお預かりしていま

す。各施設では、保育士及び看護師が園児の体調に合わせた保育を行っています。 

 

 

 

 

・社会環境の変化や保護者のニーズを捉え、区の保育サービスの拡充につ

いて検討します。 

【休日保育の利用状況の推移】 （単位：人、日、％）

R4.7 R4.8 R4.9

定員 30 30 30

開所日数 6 5 6
利用可能定員数 180 150 180

延べ利用人数 24 23 40
利用率 13.3 15.3 22.2

※ 利用率：延べ利用人数/開所日数×定員
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③ 延長保育 

通常の保育時間を超えて保育が必要な場合、施設により１時間もしくは２時

間の延長保育を実施しています。また、施設により１日単位で延長保育が利用で

きるスポット延長保育を実施しています。 

 

 

④ 障害や疾病等のある園児の受け入れ 

障害・疾病・発達の遅れ・医療的ケア等の程度により、安全な集団保育が可能

と判断した園児について、保育園等での保育を行っています。なお、集団保育に

おいて職員の加配等の個別支援を必要とする園児のうち、申請のあった園児に

対し観察調査等を実施し認定を行った上で、職員の加配等により保育園等での

サポート体制を確保しています。 

 

《取組の方向性》 

 社会環境の変化や保護者のニーズを捉え、引き続き、休日保育や病児・病後児

保育、延長保育の実施や障害や疾病等のある園児の受け入れを行っていくとと

もに、実施園の拡大についても検討していきます。特に、医療的ケア児の受け入

れについて、集団保育の中で安全にお預かりができるよう、受け入れ体制等の検

討を進めていきます。 

なお、病児・病後児保育については、病後児保育に比べ病児保育の需要が高い

傾向にありますが、利用状況等を踏まえ、拡充や見直し等の検討を進めていきま

す。 

また、多様な保育需要にかかる他自治体の先進的な取り組みを研究し、区の保

育サービスの拡充について検討していきます。 

【延長保育実施施設数】(令和４年４月１日現在) （単位：施設）

15
194

施設種別【（）内はR4.4.1の園数】

区立保育園（28）

公設民営保育園（16）

私立認可保育園（132）

認定こども園（4）

小規模保育事業所（18）

合計（198）

合計

28
16

131
4

0
128

2時間延長

0
14

111
3

15
66

28

1時間延長

2

20
1
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２ これまでの待機児童解消施策の見直しについて 

（１）小規模保育事業所の方向性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《現状と課題》                               

本区では、待機児童解消緊急対策として小規模保育事業所の新設等を行い、特

に待機児童の多かった０歳児から２歳児までの定員を拡大してきました。しか

し、全ての年齢での待機児童の解消に伴い、小規模保育事業所にも空き定員が生

じています。 

小規模保育事業所では、受入年齢が、０歳児から２歳児クラスまでで定員 19

名以下と小規模であることから原則①保育内容の支援、②代替保育、③卒園後の

受け皿、３点の連携が必要となっています。本区では③の卒園後の受け皿につい

ては未連携の小規模保育事業所の卒園児及び連携以前に入所しており連携園へ

の入所を希望しない園児の卒園時に、入所調整基準により指数加算を実施して

います。 

なお、連携施設の確保については、令和７年３月 31 日までは経過措置が認め

られています。 

小規模保育事業所については、３歳児クラスへの進級時に必ず転園を伴うこ

とで、転園の手続きや慣らし保育の期間等が必要であり、保護者負担が大きいこ

とが希望者の減少につながっていると考えられます。 

 待機児童解消後の現状においては、小規模保育事業所の今後の方向性や連携

園の確保について改めて検討する必要があります。 

【小規模保育事業所の定員推移】（各年度４月１日時点） 

 

 

 

 

・待機児童解消緊急対策として小規模保育事業所の整備を行ってきました

が、特に多く発生していた０歳児から２歳児クラスまでの待機児童は解

消されたことから、今後小規模保育事業所の新設については慎重に検討

します。 

・卒園後の受け皿連携については、事業者意見や保護者ニーズ等を総合的

に判断し検討します。 

・保育内容の支援、代替保育の連携については引き続き連携設定を促進し

ます。 

（単位：施設、人）

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

5 6 6 12 18 18 18 18

0歳 18 22 22 46 58 58 58 55

1歳 23 27 27 69 107 107 103 105

2歳 25 29 29 74 113 113 110 111

合計 66 78 78 189 278 278 271 271

63 77 77 182 247 228 222 210

施設数

定
員

入所者数
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① 保育内容の支援

② 代替保育

③ 卒園後の受け皿 卒園した満３歳未満児の引き続く保育の受け皿

集団保育体験の機会設定や小規模保育事業所に対する相談助言その他支援

小規模保育事業所の職員が急な病気・休暇等により保育が提供できない場
合に代わりに提供する保育

連携項目 内容

（単位：施設）

小規模保育事業所 18

連携項目の設定状況
合計

10 7 1

①・②・③ ①・② ①

（単位：人、％）

R2 R3 R4

47 49 39

連携園 24 15 15

それ以外 23 34 24

51.1 30.6 38.5

小規模保育事業所卒園児合計
（卒園後の受皿連携有）

連携園への進級率

進級先内訳

《取組の方向性》                                                        

 小規模保育事業所には低年齢の期間を少人数のより家庭環境に近い環境で愛

着関係を大事にする保育や、少人数を対象にきめ細かな保育が提供できるとい

う魅力があります。 

しかしながら、全ての年齢において待機児童が解消された現状においては、連

携園の確保や保護者の負担に課題があることを踏まえ、今後新たな施設整備が

必要な場合の小規模保育事業所の新設については慎重に検討します。 

連携園においては、「卒園児の受け皿」として枠を確保する場合、小規模保育

事業所園児に係る３歳児から５歳児用の保育面積や職員を確保する必要があり

ます。そのため、小規模保育事業所で空き定員が発生している場合にはその枠が

空きとなるリスクがあります。実際に連携園へ進級する園児は、近年では３割か

ら５割程度に留まっています。そのため「連携園に空きが生じるリスクがあるこ

と」や、「卒園後の受け皿を設定せず入所調整基準での指数加点によりその時点

で希望する園に入所したい保護者ニーズ」などを総合的に判断し、卒園後の受け

皿連携について検討していきます。 

また、転園時の保護者の負担や不安軽減の観点からも、①保育内容の支援、②

代替保育については引き続き連携を進め、より具体的な連携活動ができるよう

支援していきます。 

 

【連携項目の設定状況等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連携園への進級状況】 
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（２）居宅訪問型保育事業の方向性について 

 

 

 

 

 

《現状と課題》                                              

区は、平成 29 年７月より、障害等により集団保育が困難な児童を対象として

地域型保育事業の１つである居宅訪問型保育事業を開始しました。 

その後、保育需要の増大に対応し、迅速に保育定員を確保するため、平成 30

年４月、認可保育園等の入園が待機となった児童を対象とした待機児童向け居

宅訪問型保育事業を開始しました。 

待機児童解消を達成したことを踏まえて、今後の待機児童向け居宅訪問型保

育事業のあり方について改めて検討していく必要があります。 

また、障害児童向けの事業については、医療的ケア児支援法施行に伴う認可保

育園での受入れ開始を見据え、事業の位置付けを確認する必要があります。 

 

【居宅訪問型保育事業の延利用児童数等の実績】 

 

 

《取組の方向性》                              

待機児童向け居宅訪問型保育事業については、新型コロナウイルス感染症に

よる保育園への預け控えの影響もあると考えられることを考慮しつつ、利用児

童数の推移や利用者の状況を分析して検討していく必要があります。 

障害児向けの居宅訪問型保育事業については、認可保育園での医療的ケア児

の受入れを見据えながら、役割を整理し、障害・疾病等により集団保育が困難で

ある児童の受入れを行っていきます。 

 

（単位：人）

延定員 H29 H30 R元 R2 R3

障害児向け
(H29.7.1開始)

- 35 72 52 63 96

待機児童向け
(H30.4.1開始)

360
（H30:216）

- 140 291 268 252

※延定員：月定員×12か月の人数

・居宅訪問型保育事業（待機児童・障害児対応）について、待機児童解消

や認可保育園での医療的ケア児受入開始を見据えながら、そのあり方や

対象者等について検討します。 
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（単位：施設、人）

区立 私立 区立 私立 区立 私立

H30 1(1) 1(1) 4,500 1,800 3,904 1,102

R元 1(1) 3(6) 4,500 14,400 3,671 372

R2 1(1) 2(5) 4,500 7,800 821 362

R3 1(1) 1(3) 4,500 4,500 158 154

※1 定員は延べ定員（例：区立1日15人×月25日×12か月＝4,500人）
※2 実施施設数は、利用のあった施設数。(　)内の数字は、募集施設数。

年度
実施施設数 延利用園児数定員

（３）定期利用保育事業の方向性について 

 

 

 

 

《現状と課題》                                              

区は、平成 30 年４月より、待機児童解消緊急対策として、認可保育園等を入

所待機となった１歳から３歳児を対象に、区立保育園（塩崎保育園）の延長保育

室や、新規開設の私立認可保育園において４歳から５歳児クラスの欠員が生じ

た保育室等を利用して、定期利用保育事業を開始しました。 

利用者数は年々減少しており、待機児童解消を達成した現状においては、定期

利用保育事業の需要・利用実績を分析し、方向性を検討する必要があります。 

 

【定期利用保育事業実施施設数、定員及び延利用園児数推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《取組の方向性》                              

区立保育園・私立認可保育園ともに、今後の利用園児数の推移や需要を踏まえ、

廃止も含め検討していきます。生じた空きスペースについては、より利用需要の

高い保育サービスの提供拠点への転換等を検討していきます。 

・定期利用保育事業の需要・利用実績を分析し、今後の方向性を検討しま

す。 
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（単位：施設、人）

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

60 59 54 50 42 39 34 28

0歳児クラス 435 387 367 340 281 242 195 154

1歳児クラス 614 592 536 529 456 404 324 257

2歳児クラス 530 522 458 427 333 319 291 208

3歳児クラス 254 257 190 192 132 128 118 105

4歳以上児クラス 160 132 136 97 91 79 77 70

合計 1,993 1,890 1,687 1,585 1,293 1,172 1,005 794

0歳児クラス 337 308 308 234 149 115 112 80

1歳児クラス 556 548 474 447 373 279 250 179

2歳児クラス 437 423 364 326 273 253 222 152

3歳児クラス 213 168 136 150 83 94 69 58

4歳以上児クラス 252 222 182 151 112 92 92 89

合計 1,795 1,669 1,464 1,308 990 833 745 558

施設数

定
員

在
籍
児
童
数

（４）認可外保育施設に係る区の支援の方向性について 

 

 

 

 

 

《現状と課題》                              

認証保育所は、大都市の特性に着目し東京都が独自に基準を設定した認可外

保育施設であり、これまで、待機児童解消において重要な役割を担ってきました。

しかし、施設数については、認可移行の推進等により減少傾向を示すとともに、

既存園においても空き定員が一定程度生じている状況があります。 

一方で、利用にあたって保育の必要性の認定が不要であることや、一定の基準

のもとでサービス内容に応じた料金設定が可能なため、特色ある保育プログラ

ムを実施できることから、認証保育所ならではの保育ニーズもあります。これら

の状況を踏まえて、待機児童解消後の認証保育所に対する区の支援の方向性を

検討する必要があります。 

また、平成 17 年度から、認証保育所をはじめとした認可外保育施設を利用し

ている園児等の保護者を対象に、認可外保育施設等保護者負担軽減事業を実施

しています。本補助事業については、令和元年 10 月からの幼児教育・保育の無

償化制度の開始に伴い、制度改正を行いましたが、待機児童が解消され認可保育

園等にも定員に対する空きが生じている現状を踏まえ、改めて事業内容を検討

する必要があります。 

 

【認証保育所の施設数、定員及び在籍児童数の推移】（各年度４月１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・これまで待機児童の受け皿として機能してきた認証保育所に対する区の

支援の方向性や、認可外保育施設の利用者に対する補助事業の見直しを

検討します。 
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（単位：人、千円）

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

10月から
無償化

補助対象人数 2,345 1,645 1,438 1,317 1,765 1,701 1,569

交付額 396,398 291,855 268,990 241,110 344,570 460,805 454,746

無償化後無償化前

【認可外保育施設等保護者負担軽減補助金実績】 

 

 

 

 

 

 

 

《取組の方向性》                             

認証保育所については、認可外保育施設であるものの東京都が独自の基準を

定め適切な保育水準を確保しており、依然として待機児童解消の継続に対して

の役割を担っていることから、引き続き運営費補助を継続していきます。 

認証保育所をはじめとする認可外保育施設は、施設と保護者の直接契約によ

り保育料が決まります。待機児童が多数発生していた状況において、認証保育所

や一部の認可外保育施設が実質的に待機児童の受け皿となっていたことから、

認可外保育施設等保護者負担軽減について、平成 28 年度から、低所得者の補助

額の増額や高所得者の所得制限を設けるほか、補助額算定方法を認可保育園の

保育料算定方法と合わせる等の見直しを行い、認可保育園と認可外保育施設の

保育料格差是正に取り組んできました。 

待機児童が解消された現状においては、認可保育園と認可外保育施設の本来

の役割や性質に応じた対応を考慮したうえで、負担軽減補助制度の対象者の条

件や補助金額等について見直しを検討します。 
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58.5% 35.1%

5.2% 1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

非常に難しい 難しい 易しい 非常に易しい

３ 保育の質の維持・向上策について 

（１）保育士の確保に係る支援策等について 

 

（２）私立園への支援策等について 

 

 

 

 

 

《現状と課題》 

近年、待機児童解消のための受け皿の拡大に伴い、全国的に保育士不足が問題

となっています。特に、東京都における保育士の有効求人倍率は令和４年４月時

点で 2.56 となっており、全国平均の 1.98 と比較して依然として高い状況です。

本区においても、区内保育事業者意向調査では、約 94％の事業者が保育士確保

が難しいと考えており、保育士の確保は大きな課題となっています。 

保育園等では、法令に基づく保育士を確保して運営していますが、延長保育へ

の対応や勤務ローテーションなど、安定的な運営を行うために、余裕ある職員配

置が必要です。 

また、採用した保育士が短期間で離職すると、新たな採用のための費用や事務

の負担が発生するほか、保育の質の低下につながり、保護者との信頼関係を損い

かねません。運営事業者からは、人材紹介業者や募集広告費として多くの経費を

投入しているとの声もあることから、人材確保支援及び定着支援が必要な状況

となっています。 

 

【区内保育事業者意向調査】 

設問２－２ 保育士確保について、現在の状況は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・私立認可保育園等を運営する事業者の保育士確保を支援するため、本区

で行っている保育園就職フェアを含めた効果的な人材確保策を検討しま

す。 

・保育士が継続して働き続けることを促進できる、保育士定着のための方

策を検討します。 
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《取組の方向性》 

 本区では、運営事業者の保育士の確保及び本区での勤務を希望する保育士の

就職活動を支援するため、保育士の求人マッチングを支援する保育園就職フェ

アを開催するとともに、本区のホームページにおいて区内私立認可保育園等の

求人情報の掲載を行っています。 

 また、保育士として就職を考えている方に本区を知ってもらい、本区で働くき

っかけづくりとなるよう、保育士就職支援パンフレットを発行し、区の紹介や保

育士向けの支援策、区内の私立認可保育園等で働く保育士のインタビューを掲

載して本区で働く魅力を紹介しています。 

 現在実施しているこれらの事業を踏まえ、一人でも多くの保育士が本区の私

立認可保育園等に関心を持ち、実際に就職に結びつくよう、効果的な人材確保策

を検討していきます。 

また、保育士が長く継続して勤務することは、採用に係る負担軽減のほか、安

定した保育園の運営につながることから、保育士定着や離職防止を図るための

方策を検討していきます。 
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（単位：園、％）

基準を満たす園庭あり
基準以下の園庭あり

（代替遊戯場設定）

園庭なし

（代替遊戯場設定）
合計

園数 19 34 79 132
構成比 14.4 25.8 59.8 100

（単位：件、％）

内容 件数
回答のあった園に

占める割合

園バス送迎費用等の補助制度の創設 75 58.6

公園整備等（新規整備、砂場・タバコ等適切な管理） 28 21.8

場所の提供（小学校校庭開放、保育園専用広場の設置） 20 15.6

区バス提供 10 7.8

区関連施設の使用料減免（スポーツセンター等） 6 4.7

防犯安全対策（GPS・防犯ブザー・ガードマン等） 5 3.9

園外活動費補助（遊具、消耗品費等） 5 3.9

（２）園児の新たな外遊び場の確保について 

 

（２）私立園への支援策等について 

 

《現状と課題》 

国の保育所保育指針において、自然の中で伸び伸びと体を動かして遊ぶこと

が園児の発達に寄与することから、外遊びの意義が示されています。また、認可

保育園への入所申込分析においても、園庭の有無が少なからず入所希望に影響

していると考えられることからも、認可基準を満たす園庭がない保育園では、特

に外遊び場の確保が重要となってきます。 

現在、区内の私立認可保育園では、８割を超える園が近隣の公園等を代替遊戯

場としています。園児が公園へ外遊びに出る時間帯は重なることが多く、区内保

育事業者意向調査では約７割の園から代替遊戯場が混雑しているという回答が

あり、園外保育の充実を検討する必要があります。 

【私立認可保育園の園庭の有無】（令和４年４月１日時点） 

 

 

 

 

 

区内保育事業者意向調査において「園外保育の充実として、区に対して実施を

要望する施策があるか」という調査をしたところ、128 園から回答があり、最も

多かった回答は、園バス送迎費用等の補助制度の創設で 75 件（58.6％）という

結果が出ています。以下、順に新規整備や適切な砂場管理を行う公園整備の要望

が 28 件、小学校校庭開放や保育所専用広場の設置による場所の提供が 20 件と

いう結果となっています。 

【区内保育事業者意向調査】 

設問２－５ 園外保育の充実として、区に対して実施を要望する施策は 

 

 

 

 

 

 

 

 

・園外保育の充実に向けた支援策を検討します。 
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《取組の方向性》 

 遊び場の整備については、後に現状復帰を想定した暫定的な活用も含めて、国

や東京都に対し、遊び場として活用可能な未活用の土地の情報提供を求めてい

きます。 

そのほか、遊び場整備のための土地の確保が困難な場合には、都営住宅の建替

えに際して園外保育に利用できるような地域開放型の広場等の整備を求めてい

きます。 

また、園庭のない私立認可保育園等に対しては、園外保育充実のための事業等

を検討するとともに、区施設等の園外保育への活用の余地を検討するなど、様々

な手法を活用して外遊び場の確保に努めます。 
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（単位：施設）

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

認可保育園 35 98 111 120 137 155 163

小規模保育事業所 － 6 6 12 18 18 18

認証保育所 － 58 52 49 42 39 33

認可外保育施設 － 12 11 9 8 31 26

合計 35 174 180 190 205 243 240

（３）保育園等に対する指導検査等について 

 

（２）私立園への支援策等について 

 

 

 

《現状と課題》 

本区では、平成 27 年度から、保育内容及び運営状況を確認・指導するため、

子ども・子育て支援法に基づく認可保育園の検査を実施しています。現在では、

認証保育所及び無償化対象の認可外保育施設にも検査対象を拡充し、保育の質

の維持・向上に努めています。 

また、本区は令和７年度以降に児童相談所の開設が予定されています。児童相

談所の設置区は、児童福祉法等の規定により、児童相談所設置市（区）事務の遂

行が必要となります。そのうちの一つには、これまで東京都が行ってきた認可外

保育施設の指導監督があります。 

今後、検査対象施設及び指導監督対象施設が増えていく中で、いかにして効率

的かつ効果的に検査を行っていくかが、保育の質の向上のためには、重要となっ

ていきます。現在、保育の内容については、現場をよく知る保育士が指導検査を

専門的知見から行っています。今後は保育園運営における労務や会計分野に関

する適切な指導検査ができるよう、スキルアップを図っていく必要があります。 

また、保育の質の向上のためには、保育士一人ひとりのスキルアップが欠かせ

ません。本区では、園での生活への支援を要する乳幼児の保育の在り方を学ぶ

「こども発達支援ゼミ」や在宅で子育てをする家庭の支援を目的とした「子育て

支援アドバイザー養成研修」等の研修を実施しています。「こども発達支援ゼミ」

は、小児神経専門医を講師に招き、講義と参加者のグループディスカッションを

通じて、保育士の知識やスキル向上を図るものとなっています。「子育て支援ア

ドバイザー養成研修」は、子育てひろばやマイ保育園ひろばのように保育園を活

用した地域子育て支援の充実を図っています。 

【保育園等指導検査施設数推移】 

 

 

 

 

 

 

 

・保育園等の指導検査の専門性の向上を目指し、手法の見直しも含め検討

します。 

・保育士のスキルアップを目指し、研修の強化等を検討します。 
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（単位：人）

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

こども発達支援ゼミ 42 51 53 54 54 45 53 56

子育て支援
アドバイザー養成研修

28 17 30 71 76 46 52 44

【こども発達支援ゼミ及び子育て支援アドバイザー養成研修参加者数推移】 

 

 

 

 

 

 

《取組の方向性》 

 効率的かつ効果的な指導検査を実施するため、社会保険労務士等の専門家の

知見も取り入れつつ、検査指導能力の向上を図っていきます。 

また、検査以外にも抜き打ちで不定期に現地確認をする等の巡回訪問は、職員

配置の虚偽報告の防止や日常的な施設の安全対策の確認を行うことができ、各

施設に緊張感を持った施設運営が期待できるため、保育の質の向上につながる

と考えられます。そこで、施設の巡回訪問の有効な活用について検討していきま

す。 

区内事業所意向調査では、他園との交流やアドバイザー等の派遣といった要

望がありました。今後は現在実施している有用な研修は継続しつつ、保育士に求

められる資質を見極め、研修の内容の強化等を検討していきます。 
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１ 認可保育園の独自の魅力の発揮のための上乗せ徴収について 

 

 

 

 

「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援

施設等の運営に関する基準」によると、「特定教育・保育施設は、（略）特定教育・

保育の提供に当たって、当該特定教育・保育の質の向上を図る上で特に必要であ

ると認められる対価について、当該特定教育・保育に要する費用として見込まれ

るものの額と特定教育・保育費用基準額との差額に相当する金額の範囲内で設

定する額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができる」とされて

います。いわゆる「上乗せ徴収」と呼ばれる制度です。これは、保育の質の向上

に資する保育プログラムを実施する場合、そこにかかる経費を保育料に上乗せ

して請求してよいというものです。 

 

【認可保育園にかかる費用等のイメージ】 

 

 

保育の質の向上のための独自の保育プログラムとしては、職員配置の充実、高

処遇を通じた保育士の確保、設備更新の前倒し、平均的な水準を超えた施設整備、

独自の教育カリキュラムの導入といったものが想定されます。 

実

費

徴

収

基本負担額

（基本保育料）

①0～2歳児：国基準の範囲内で区市町村が定める額

②3～5歳児：無償

特定負担額

（特定保育料）

徴収する費目例

・施設設備費 ・施設維持費

・特定職員配置費 ・特定職員人件費

・研修充実費 ・教育充実費 等

通常必要な便

宜に要する費

用を含む

教育・保育に通常要する費用

（公定価格＋保護者負担保育料）

教育・保育に要する費用

（質向上の対価）

この部分が上乗せ徴収

・認可保育園の公共性や公平性を踏まえ、上乗せ徴収の実施の可否、認め

る場合の条件等を慎重に検討します。 

第３章 今後継続して検討することについて 
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65園

（42.5%）88園

（57.5%）

実施を希望する 実施を希望しない

「上乗せ徴収」による保育プログラムの実施は、認可保育園ごとに独自の特色や

付加価値を打ち出しやすく、保育の質の向上に資するものではあります。しかし、

現在、本区ではこの「上乗せ徴収」による保育プログラムの実施を認めていませ

ん。これは、認可保育園の入園は、本区が入所調整を行うという制度上、必ずし

も第一希望の認可保育園へ入園できないこと、家庭ごとに経済状況が異なるこ

と等から、公平性の担保が難しく、認可保育園の児童福祉施設としての役割にそ

ぐわないという判断によるものです。 

区内保育事業者意向調査によると、上乗せ徴収を実施し独自の保育プログラ

ムを導入したいと答えた保育園は全体の約 43％でした。一定割合の認可保育園

が上乗せ徴収を望んでいるという結果が出ています。 

今後、少子化が進んでいく中で、認可保育園でも長期安定的な運営を確保する

ため、他園との差別化を図るうえでも保育内容の質の向上、特徴ある保育の提供

を目指す園が増えていくことも見据え、上乗せ徴収の実施の可否、上乗せ徴収を

認める場合、公平性の担保等を行うためにどのような基準のもと認めるのか慎

重に検討します。 

 

 

【区内保育事業者意向調査】 

 設問２－７ 仮に上乗せ徴収が認められた場合、独自の保育プログラムを希望しますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【上乗せ徴収が認められた場合に導入したい保育プログラム（抜粋）】 

・ダンス、サッカー、水泳等の運動プログラムの充実 

・ピアノ、絵画、体操、造形教室、英会話、プログラミング等の学習発展プログラムの

充実 

・外部講師の受け入れ 
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(単位：人)

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

0歳 45,180 46,036 42,941 44,597 35,087 9,961 17,220

1歳 18,436 20,867 20,670 18,908 14,644 4,072 4,792

2歳 10,924 11,040 10,998 11,693 9,916 2,042 4,347

3歳 5,981 5,103 4,470 5,573 4,321 951 1,234

4歳 1,819 2,761 2,622 2,033 2,274 433 776

5歳 1,013 812 1,238 1,288 842 211 304

6歳以上 695 667 523 659 562 86 151

合計 84,048 87,286 83,462 84,751 67,646 17,756 28,824

※令和2年3月から新型コロナウイルス感染症の影響で、一部定員数を制限して実施しています

２ 在宅での子育て支援について 

  

 

 

 

 

核家族化や地域コミュニティの希薄化により、子育てに孤立感を抱く家庭が

増えており、本区では、孤立した子育ての解消を図るため、区内８カ所の子ども

家庭支援センターを中心に、児童館や保育園等、地域に密着した施設において、

在宅での子育て支援に取り組んできました。 

 ２歳児から保育園に通う児童も多くなりますが、待機児童解消後においても

０歳児から１歳児の子育て世帯では子育て支援への高いニーズがあります。 

 今後も各施設において、引き続き子育て相談や子育てひろば、一時預かり保育

等の充実に努めるとともに、保護者やこども一人ひとりのニーズに沿った支援

を推進するため、様々な子育て関連施設との連携を検討します。 

 

（１）主な取り組み内容 

 ①子育てひろば 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについ 

ての相談、情報提供、助言その他の援助を行っています。 

本区では、子ども家庭支援センター及び児童館、一部の私立保育園で「子

育てひろば」を行うほか、保育園で「マイ保育園ひろば」、幼稚園で「かんが

るーひろば」を実施しています。 

 

【年齢別子ども家庭支援センター利用者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・待機児童解消後においても、０歳児から１歳児の保護者を中心に在宅で

の子育て支援サービスへの高いニーズがあります。利用者ニーズに沿っ

た支援を推進するため、様々な子育て施設との連携を検討します。 
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(単位：人)

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

子ども家庭支援センター 163,325 170,163 163,457 164,458 133,013 34,362 56,520

児童館 293,716 317,264 296,788 357,978 287,730 130,101 180,761

保育園 7,732 7,458 7,353 8,540 8,816 4,180 5,152

合計 464,773 494,885 467,598 530,976 429,559 168,643 242,433

※令和2年3月から新型コロナウイルス感染症の影響で、一部定員数を制限して実施しています

(単位：人)

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

リフレッシュひととき保育 5,758 6,921 7,943 9,415 9,572 5,827 8,648

児童館一時保育サービス － － － － － － 902

非定型一時保育 22,177 21,128 18,191 16,980 15,152 8,497 9,926

緊急一時保育 1,609 1,624 1,589 1,409 1,040 776 624

合計 29,544 29,673 27,723 27,804 25,764 15,100 20,100

※令和2年3月から新型コロナウイルス感染症の影響で、一部定員数を制限して実施しています

【子育てひろば利用者数】 

 

 

 

 

 

②一時預かり保育（在宅子育て世帯対象） 

保護者の入院や通院、親族の看護などで、家庭での保育が一時的に困難と

なった場合や保護者の育児負担の軽減等を目的として、主として昼間、認可

保育園その他の場所で一時的に預かりを行っています。 

本区では、保育園で「非定型一時保育」、「緊急一時保育」、子ども家庭支

援センターで「リフレッシュひととき保育」、児童館で「児童館一時保育サ

ービス」を実施しています。 

 

【一時預かり保育利用者数】 

 

 

 

 

 

 

③子育て相談 

   子ども家庭支援センターや児童館、保育園等の各施設で、日常的に子育て

についての相談に対応しています。 

   特に子ども家庭支援センターでは、多様な相談に応えられるよう、専門相

談を実施しているほか、相談フォームを使ったＷＥＢ相談も行っています。 

また、「マイ保育園ひろば」において、保育園等の身近な子育て支援の場

における相談を実施しています。 

 

（２）今後の展開 

  在宅子育て世帯への子育て支援の充実に向けた取り組みとして、地域におけ

る子育て支援拠点である子ども家庭支援センターが未整備の地区において整

備を進めます。 

また、引き続き利用者へのきめ細かな情報提供を行うとともに、子ども家庭

支援センター以外の子育て関連施設においても、潜在的ニーズの把握に努めな

がらそれぞれの役割と支援への取り組みについて、検討していきます。 
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変更年度 変更点

H29 就労時間を一日計算ではなく週計算へ変更

R3 優先順位の「職場同伴」の項目を削除

R4 就労（居宅内）・就労（居宅外）を「就労」と統一

３ 働き方の多様化に対応した入所調整基準の見直しについて 

 

 

 

 

  

保育園等の入所調整基準については、公平、公正に入園調整ができるよう、保

護者の保育の必要性の事由ごとに指数を定めています。 

一方、働く方々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を

実現する働き方改革の推進や、新型コロナウイルス感染症の影響による社会情

勢の変化により、働き方の多様化が進んでいます。働く場所を限定しないテレワ

ーク制度や、時間を選択できるフレックス制度は多くの会社で導入されており、

最近では、副業・兼業を認める会社も多く見られます。そのため、今後も働き方

の多様化に対応した、入所調整基準を検討する必要があります。 

 これまでも、社会情勢の変化に合わせ、毎年入所調整基準の検討を行ってきま

した。過去には、在宅勤務の増加に伴い、優先順位の「職場同伴」の撤廃等、働

き方の多様化に関連した改正を行いました。 

 今後も、社会情勢に合わせた公平な基準とするため、他自治体の動向も踏まえ

ながら、必要に応じて入所調整基準の見直しを検討します。 

 

【働き方の多様化に伴う入所調整基準変更点】 

 

・就労形態、勤務時間・日数の選択制といった、働き方の多様化に対応し

た公平な基準とするため、入所調整基準の見直しを検討します。 
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構成員

1 委員長 こども未来部長

2 委員 こども未来部保育計画課長

3 委員 こども未来部保育課長

4 委員 政策経営部企画課長

5 委員 政策経営部計画推進担当課長

6 委員 政策経営部財政課長

7 委員 こども未来部こども家庭支援課長

8 委員 こども未来部児童相談・養育支援担当課長

9 委員 教育委員会事務局学務課長

４ 今後の保育政策の具体的検討について 

 

 

 

  

 

 

 

 

本資料の作成にあたっては、今後の本区の政策に影響を与えることなどから、

保育関連部署に限らず政策経営関連部署等を加えた「保育政策検討委員会」を新

たに発足させ、検討を行いました。「保育政策検討委員会」での検討内容は、学

識経験者を含む「こども・子育て会議」や全庁的な会議体である「長期計画推進

委員会」で報告し、意見を聴取して本資料にまとめ、検討を要する項目の整理等

を行いました。今後、検討を要すると整理した項目については、引き続き「保育

政策検討委員会」を通じて、長期計画の後期期間の初年度となる令和７年度当初

予算以降の反映を目途に検討を進めていきます。 

【保育政策検討委員会構成員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 多様化かつ複雑化していく保育ニーズに対して、これまで以上に本区は主体

的に対応していく必要があります。今後も、待機児童ゼロの継続とともに、時流

を捉え、ＩＣＴの活用やＤＸの推進により保育園運営における安全性や利便性

等の向上を図る視点を含めた検討を行い、良質で多様な保育サービスが安定的

に提供できるよう努めていきます。 

 また、保育政策を検討するにあたっては、保育園等の果たすべき役割を整理す

る必要もあります。幼稚園については、引き続き「江東区立幼稚園あり方検討委

員会」等において、私立幼稚園との連携を含めて今後のあり方について検討を進

めます。 

・検討を要すると整理した項目については、令和７年度当初予算以降の反

映を目途に検討を進めます。 

・ＩＣＴの活用やＤＸの推進により、保育園運営における安全性や利便性

等の向上を図る視点を持って検討を進めます。 

・保育園等の果たすべき役割を整理したうえで、幼稚園については、引き

続き「江東区立幼稚園あり方検討委員会」において今後のあり方の検討

を進めます。 
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0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

空きあり 0 0 4 9 10 11
空きなし 14 15 11 6 5 4
定員設定なし 1 0 0 0 0 0
空きあり 7 26 50 76 88 85
空きなし 72 90 66 40 28 31
定員設定なし 37 0 0 0 0 0
空きあり 0 0 0 0 0 1
空きなし 4 4 4 4 4 3
定員設定なし 0 0 0 0 0 0
空きあり 2 6 12 0 0 0
空きなし 12 12 6 0 0 0
定員設定なし 4 0 0 18 18 18
空きあり 7 9 12 8 6 4
空きなし 11 9 6 1 2 3
定員設定なし 0 0 0 9 10 11
空きあり 16 41 78 93 104 101
空きなし 113 130 93 51 39 41
定員設定なし 42 0 0 27 28 29

合計

認定こども園

公設民営保育園

私立認可保育園

認証保育所

小規模保育事業所

対象 回答 回答率

公設民営保育園 16 15 93.8%

私立認可保育園 132 116 87.9%

認定こども園 4 4 100%

小規模保育事業所 18 18 100%

認証保育所 28 18 64.3%

合計 198 171 86.4%

 

今後の保育政策検討のための意向調査集計結果 

 

１. 概要 

今後の本区の保育政策検討の検討資料とするため、区内保育園等（区立保育園除く）を対象に意

向調査を実施 

 （手法） ９月 13日から９月 26日までを回答期間として、調査票によるメール回答 

    

 

 

 

 

 

 

〇認証保育所は 64.3％の回答率となったものの、全体では 86.4％の回答率であり、 

十分な回答データを確保できた 

 

２．調査結果集計 

【定員・空きに関する設問】 

 設問１－１ 認可定員に対して、現在空きは発生していますか 

 選択肢 １.空きが発生している ２.空きは発生していない ３.認可定員設定なし  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇年齢が上がることに概ね空き比率は増加している（０歳児は 12.4％、５歳児は 71.1％） 

 〇認定こども園はほぼ空きはない。公設民営保育園は私立認可保育園より空きは少ない傾向 

 〇全年齢空きがないのは 22園、12.8％（22/171）のみ 
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空きスペースあり 空きスペースなし 合計

22 149 171

12.9% 87.1% 100%

現状維持 全年齢の定員拡大 全年齢の定員縮小 それ以外の定員設定 合計

115 2 19 35 171

67.2% 1.2% 11.1% 20.5% 100%

100% 90～99％ 80～89％ 70～79％ 60～69％ 50～59％ 合計

28 80 51 7 2 3 171

16.4% 46.8% 29.8% 4.1% 1.2% 1.7% 100%

 設問１－２ 空きスペースはありますか 

 選択肢 １.空きスペースが発生している ２．空きスペースは発生していない  

 

 

 

 

 

 設問１－３ 空きスペースで、今後実施を希望する事業はありますか（設問１－２で１と回答の場合） 

（例）子育てサポート一時保育（専用保育室必須）、学童クラブ事業（認証に限る） 

 22 件の回答のうち、具体的内容が記載されている回答は下記の７件 

 学童クラブ事業（私立１件、認証２件） 

 子育て支援イベント（私立２件） 

 空き定員枠を活用した地域の未就園児の定期預かり（小規模１件） 

 医療的ケア児受入スペース（小規模１件） 

 

 

設問１－４ 今後の認可定員設定の方向性についてご回答ください  

選択肢 １.現状維持 ２.全年齢の定員拡大 ３.全年齢の定員縮小 ４.それ以外の定員設定 

 

 

 

 

（それ以外の定員設定の内訳） 

一部年齢の定員拡大  ２件…４歳～５歳の定員拡大 

一部年齢の定員縮小 20件…主に３歳～５歳の定員縮小 

総定員は変更せずに年齢内訳を変更 ４件 

認可移行 ２件 

閉園予定 ２件 

入所者数を増加させて定員拡大させたい等 ５件 

 

〇現状維持が 67.3％。全年齢または一部年齢の定員拡大 2.3％（４/171）に対し、全年齢または一部

の定員縮小は 22.8％(39/171)と、定員縮小の意向が多い。 

 

設問１－５ 運営を継続していくために必要と考える最低入所率（在園児数/認可定員）は 

 

 

 

〇最大 100％～最低 50％、平均は 88.3％となった。80％以上は必要と考える園が９割以上となった 
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設定希望なし 設定希望あり 既に設定済 合計

89 42 22 153

58.2% 27.4% 14.4% 100%

※利用定員制度がない認証保育所は対象外

変更希望あり 変更希望なし 合計

50 103 153

32.7% 67.3% 100%

※利用定員制度がない認証保育所は対象外

項目 回答数 割合

補助金減少による経済収支の悪化 164 95.9%

保育士の保育機会減少によるスキル向上機会の減少 87 50.9%

保育士の保育機会減少によるモチベーションの減少 89 52.0%

その他（　　　　　） 27 15.8%

※複数回答含む

設問１－６ 今後の利用定員設定の方向性についてご回答ください 

選択肢 １.利用定員設定はしない ２.今後利用定員設定を希望する ３.既に利用定員設定している 

 

 

 

 

〇利用定員制度を利用していない園のうち、32.1％（42/131）が設定希望ありとニーズは一定程度あ

る 

 

設問１－７ 利用定員設定の基準について変更を希望しますか 

選択肢 １.変更を希望する ２.変更を希望しない  

 

 

 

 

【本区基準】 

３歳から５歳児について、４月一斉入所時に３歳から５歳児の合計入所児童が 50％未満の施設を対象に利用定員の設定を認めている 

（変更希望の具体的内容）※複数回答含む 

対象年齢（０歳から２歳児）への拡大 17 件 

３歳から５歳児の合計入所児童ではなく、各年齢での設定 ７件 

入所割合（50％未満から 80％、90％未満等）の緩和 ４件 

年度途中での設定 ４件 

条件撤廃 １件 

柔軟な対応求む等 22 件  

 

設問１－８ 定員に対して空きが生じていることでのデメリットはどのように捉えていますか  

選択肢 １.補助金減少による経済収支の悪化  ２.保育士の保育機会減少によるスキル向上機会の減少 

    ３.保育士の保育機会減少によるモチベーションの減少 ４.その他（  ） 

 

  

 

 

 

 （その他の内容） 

  職員関連（過剰配置・配置調整が困難・過剰配置が結果として区全体で保育士確保が困難へと繋が

る） 18 件 

  保育関連（園児同士の交流減、空きへの不信感などから更なる空きへ、異年齢クラスとなる、集団が

形成できなくなる） ９件 

-53-



非常に難しい 難しい 易しい 非常に優しい 合計

100 60 9 2 171

58.5% 35.1% 5.2% 1.2% 100%

 設問１－９ 定員に対して空きが生じていることで、区に対して実施を要望する施策は 

 （111 園回答内容）複数回答含む 

  定員による補助金の担保（人件費や賃借料を入所者数ではなく定員で担保） 37 件 

  入所推進費の拡充（通年度化や単価増） 32 件 

  区民への情報周知強化（空き状況の HP公開やチラシ配布） 13 件 

  新規開設園数等の見直し（既存園保護や既存園廃止） 13 件 

  空きスペースの活用（未就学児定期預かり、専有面積を設けない一時保育） ７件 

  利用定員制度の活用（柔軟な運用、認証へ拡大） ７件 

  保育士研修充実（他園研修等） ６件 

  広域児童受入促進（他区民受入条件緩和） ４件 

  保育士配置基準見直し（配置基準を厳しくし補助増等） ４件 

  入所調整基準見直し（第一希望園の点数加算等） ２件 

    

 

【保育の質に関する設問】 

設問２－１ 保育の質の観点から、新型コロナウイルスによる影響はどのように捉えていますか 

 （163 園回答内容）複数回答含む 

  行事の中止（園児・保育士の経験不足等） 52 件 

  異年齢・地域との交流機会の減 36 件 

  マスクによる表情読取り機会の減（発語・情緒の発達影響） 31 件 

  感染症対策による職員疲弊（業務増、臨機応変対応等） 21 件  

  保護者との交流機会の減（保護者間での交流、保育見学の減） 15 件 

  食育機会の減（調理、食事時間） ８件 

 

 設問２－２ 保育士確保について、現在の状況は 

 選択肢 １.非常に難しい ２.難しい ３.易しい ４.非常に易しい 

 

 

 

 〇「非常に難しい」と「難しい」で 93.6％を占めており、保育士確保は困難な状況 

 

 設問２－３ 保育士の離職を防ぐ取り組みを実施していれば、記載してください 

 （154 園回答内容）複数回答含む 

  定期的面談、コミュニケーション等 85 件 

  研修の充実 40 件 

  福利厚生の充実（処遇改善、各種休暇、永年勤続表彰） 36 件 

  職場環境整備（ノンコンタクトタイム、有給取得、職員昼寝） 30 件 

  事務改善（ICT 化、業務見直し、時間外削減）  19 件 
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0 1 2 3 4 5 6 合計

41 12 11 21 21 57 8 171

24.0% 7.0% 6.4% 12.3% 12.3% 33.3% 4.7% 100%

1 2 3 4 5 6 合計

12 11 21 21 57 8 130

9.2% 8.5% 16.2% 16.2% 43.8% 6.1% 100%

非常に混雑している 混雑している 混雑していない 合計

14 74 42 130

10.8% 56.9% 32.3% 100%

設問２－４ 代替遊戯場の利用頻度、利用時の公園の混雑状況はどの程度ですか 

      ※代替遊戯場を設定していない園は利用頻度０を選択してください 

（代替遊戯場の利用頻度） 

 

 

 

 

 

 

〇全園のうち、24.0％が認可面積を満たす園庭を有している（回答園のうち） 

〇代替遊戯場の利用は週５回が最も多く、平均利用回数は週４回（4.0 回）である 

 

（代替遊戯場の混雑状況） 

選択肢 １.非常に混雑 ２.混雑している ３.混雑していない 

 

 

 

〇非常に混雑と混雑で 67.7％となっており、代替遊戯場は混雑している傾向である 

 

 

設問２－５ 園外保育の充実として、区に対して実施を要望する施策は 

（128 園回答内容）複数回答含む 

 園バス送迎費用等の補助制度の創設 75 件（58.6％） 

 公園整備等（新規整備、砂場・タバコ等適切な管理） 28 件 

 場所の提供（小学校校庭開放、保育所専用広場の設置） 20 件 

 区バス提供 10 件 

 区関連施設の使用料減免（スポーツセンター等） ６件 

 防犯安全対策（GPS・防犯ブザー・ガードマン等） ５件 

 園外活動費補助（遊具、消耗品費等） ５件 

 

 

設問２－６ 現在、上乗せ徴収をせずに行っている独自の保育カリキュラムがあれば記載して下さい 

（102 園回答内容）複数回答含む ※認証は対象外のため実施率は 66.7％（102/153） 

 運動系（リトミック・体操等） 76 件 

 語学系（英語） 71 件 

 美術系（造形・絵画・楽器） 33 件 

 その他（プログラミング、お掃除体験、配置基準を大きく上回る職員配置等） 28 件 
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実施を希望する 実施を希望しない 合計

65 88 153

42.5% 57.5% 100%

※認証保育所は対象外

設問２－７ 仮に上乗せ徴収が認められた場合、独自の保育プログラムを導入しますか 

選択肢 １.実施を希望する ２.実施を希望しない 

 

 

 

 

〇実施を希望しないが希望するを上回った 

〇想定するプログラムは、水泳教室や外部講師の充実等 

 

設問２－８ 特別支援児に対して、区に実施してほしい新たな施策はありますか 

（125 園回答内容）複数回答含む 

巡回指導の拡充（訪問回数増、専門家との相談機会増 等） 48 件 

特別支援児（クラスサポート）の拡充（対象拡大、単価増等） 18 件 

職員の斡旋 18 件 

研修の拡充 15 件 

関係機関との連携支援(特別支援学校・特別支援センター等)  13 件 

補助の拡充（保育用品、訪問指導費等） 13 件 

相談窓口の拡充 ６件 

その他（バックアップ体制の強化、受け入れに向けた園への事前打診等） 10 件 

 

 

設問２－９ 保育の質の向上の観点から、実施してほしい施策等ありましたら、自由に記載してくださ

い（119 園回答内容）複数回答含む 

 研修の拡充（種類・回数） 39 件 

 補助の拡充（物品提供含む） 36 件 

 職員確保（就職フェアの拡充・専門職の紹介等） 17 件 

 他園との交流（区立園他他園での体験研修・意見交換会等） 14 件 

 アドバイザー等の派遣（専門職の派遣・定期的な巡回相談等） 14 件 

 職員配置基準・面積基準の見直し 14 件 

 職員の処遇改善 ５件 

 園外保育場所の確保 ４件 

 幼保小連携の推進 ３件 

 その他（行事開催時の公共施設の減免・緊急時における公立保育園職員の派遣・必要な帳票類の 

見直し・発達障害が疑われる児への官民連携システムの構築等） ９件 
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認可意向あり 認可意向なし 合計

10 8 18

55.6% 44.4% 100%

意向あり 意向なし 合計

2 16 18

11.1% 88.9% 100%

【認証保育所のみ回答（28 園のうち 18園から回答）】 

 設問３－１ 今後、認可保育所へ移行する意向はありますか 

 選択肢 １.意向あり ２.意向なし 

  

 

  

設問３－２ 認可保育所へ移行する際に、障害となることはありますか 

  （13 園回答）複数回答含む 

  移行先物件の確保（床面積、賃料負担等） ６件 

  保育士の確保 ３件 

  移行条件（現状の定員と同数以上との要件が床面積増） ２件 

  現園舎の状況（耐震基準、改築経費） ２件 

  保護者との調整（保護者が認可移行を求めていない等） ２件 

 

【小規模保育事業所のみ回答（18園のうち 18 園から回答）】 

 設問４－１ 今後、施設種別を変更する意向はありますか  

 選択肢 １.意向あり ２.意向なし 

   

  

 

 設問４－２ 施設種別を変更する際に、障害となることはありますか 

  （５園回答） 

   物件の確保 ５件 

 

 設問４－３ 連携園設定後の課題はありますでしょうか（連携園設定園のみ回答） 

  ※連携園は①保育内容の支援②代替保育③卒園後の受皿の３要件すべて設定しているのが 10園、 

①および②を設定しているのが７園、①のみ設定しているのが１園 

（３要件を満たす 10 園回答）複数回答含む 

 保育内容連携（新型コロナウイルス感染症による機会減） ７件 

 卒園後連携園希望者減（入園時安心感はあるが連携園希望者少ない、連携先に空き発生） ４件 

 保護者負担等（連携園進級時も慣らし保育、面接、健診が必要） ３件 

  

 

 設問４－４ 連携園を設定するにあたり課題はありますでしょうか（未連携園のみ回答） 

  （３要件を満たさない８園回答） 

   卒園後の受皿（定員枠確保困難、保護者ニーズがない、連携園設定時の金額） ４件 

   保育内容連携（新型コロナウイルス感染症による機会減、園児家庭状況等伝達） ２件 

   特になし ２件 
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